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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性の支持体と、表面層である弾性層とを有し、
　該弾性層は、電子線の照射によって硬化された領域を表面に有しており、
　該硬化された領域は、球状粒子を該弾性層の表面に露出した状態で支持し、それにより
該表面が粗面化されており、
　該球状粒子は、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子からなる
群から選ばれる少なくとも一つの球状粒子である帯電部材の製造方法であって、
（１）支持体上に、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子からな
る群から選ばれる少なくとも一つの球状粒子を含むゴム層を形成する工程と、
（２）該ゴム層の表面を研摩して該球状粒子の一部分を露出させる工程と、
（３）該工程（２）によって得た、該球状粒子の一部分が露出した該ゴム層の表面に電子
線を照射することによって、表面を硬化させて、表面部分のみに硬化された領域を有し、
該硬化された領域によって、該球状粒子が該弾性層の表面に露出した状態で支持されてな
り、かつ、それによって、該表面が粗面化されてなる弾性層を形成する工程と、
を含むことを特徴とする帯電部材の製造方法。
【請求項２】
　前記球状粒子の長さ平均粒子径が２μｍ以上、８０μｍ以下である請求項１に記載の帯
電部材の製造方法。
【請求項３】
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　前記弾性層が単層であって、かつ、唯一の弾性層であり、該弾性層の厚みが０．８ｍｍ
以上、４．０ｍｍ以下である請求項１または２に記載の帯電部材の製造方法。
【請求項４】
　前記弾性層における硬化された領域の厚みが、前記球状粒子の長さ平均粒子径の０．５
倍以上である請求項２または３に記載の帯電部材の製造方法。
【請求項５】
　前記弾性層における硬化された領域の厚みが、前記球状粒子の長さ平均粒子径以上、２
００μｍ以下である請求項４に記載の帯電部材の製造方法。
【請求項６】
　前記工程（３）が、前記弾性層における硬化された領域を、前記弾性層の表面部分のみ
に有するように電子線を照射する、請求項１～５の何れか一項に記載の帯電部材の製造方
法。
【請求項７】
　前記工程（２）が、前記ゴム層の表面を、研削砥石を用いて研磨する工程を含む請求項
１～６のいずれか一項に記載の帯電部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真装置等に用いられる帯電部材およびその製造方法、並びに電子写真装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真感光体などの被帯電体の接触帯電に用いられる帯電部材には、被帯電体との均
一なニップを確保し、被帯電体の傷付き防止のため、ゴムや熱可塑性エラストマー等を含
む弾性層が設けられているのが一般的である。しかし、かかる弾性層の表面には、トナー
や外添剤が付着し易い。また、長期にわたって弾性層と感光体とが静止状態で当接した場
合、弾性層の当接部分に永久変形が生じることがある。かかる課題に対して、特許文献１
には、弾性層の表面に紫外線や電子線等のエネルギー線を照射して表面改質層を設けてな
る帯電部材が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０９－１６０３５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記特許文献１に係る帯電部材を検討した結果、電子写真感光体にクリ
ーニング不良を生じさせることがあった。電子写真感光体に発生するクリーニング不良と
は、本来であれば弾性ブレードによって除去されるべき、電子写真感光体の表面の残留ト
ナーが弾性ブレードをすり抜け、次の電子写真画像形成サイクルによって形成された電子
写真画像の品位を低下させる現象をいう。
そこで本発明の目的は、感光体との間で十分なニップ幅を形成し得るだけの柔軟性を有し
つつ、電子写真感光体にクリーニング不良を生じさせにくい帯電部材およびその製造方法
を提供することにある。また、本発明の他の目的は、経時的な帯電性能の低下が少ないこ
とにより、長期に亘って安定して高品位な電子写真画像を形成することのできる電子写真
装置の提供にある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、
　導電性の支持体と、表面層である弾性層とを有し、
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　該弾性層は、電子線の照射によって硬化された領域を表面に有しており、
　該硬化された領域は、球状粒子を該弾性層の表面に露出した状態で支持し、それにより
該表面が粗面化されており、
　該球状粒子は、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子からなる
群から選ばれる少なくとも一つの球状粒子である帯電部材の製造方法であって、
（１）支持体上に、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子からな
る群から選ばれる少なくとも一つの球状粒子を含むゴム層を形成する工程と、
（２）該ゴム層の表面を研摩して該球状粒子の一部分を露出させる工程と、
（３）該工程（２）によって得た、該球状粒子の一部分が露出した該ゴム層の表面に電子
線を照射することによって、表面を硬化させて、表面部分のみに硬化された領域を有し、
該硬化された領域によって、該球状粒子が該弾性層の表面に露出した状態で支持されてな
り、かつ、それによって、該表面が粗面化されてなる弾性層を形成する工程と、
を含む帯電部材の製造方法が提供される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、感光体との間で十分なニップ幅を形成し得るだけの柔軟な表面を有し
つつ、クリーニング不良の発生を抑制した帯電部材およびその製造方法を得ることができ
る。また、本発明によれば、長期に亘って、安定して高品位な電子写真画像を形成するこ
とのできる電子写真装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】帯電ローラの構成例を示す模式的断面図である。
【図２】帯電部材を有する電子写真装置の概略構成例を示す図である。
【図３】帯電ローラの表面形態を示す模式的断面図である。
【図４】ユニバーサル硬さの測定例を示す図である。
【図５】電子線照射装置の概略構成例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明者らは、上記特許文献１に係る帯電部材によって、クリーニング不良が発生した
原因について検討を重ねた結果、その発生メカニズムを以下のように推定した。
【００１１】
　図２に帯電部材を有する電子写真装置の概略構成例を示す。帯電部材に接触配置され、
帯電部材によって帯電可能な被帯電体としての電子写真感光体（以降、「感光体」と略）
２１は、導電性支持体２１ｂと、支持体２１ｂ上に形成した感光層２１ａとからなり、ド
ラム形状を有する。そして、軸２１ｃを中心に図上時計方向に所定の周速度をもって回転
駆動される。帯電ローラ１０は感光体２１に接触配置されて感光体を所定の極性・電位に
帯電（一次帯電）する。帯電ローラ１０は、芯金１１と、芯金１１上に形成した弾性層１
２とからなり、芯金１１の両端部を不図示の押圧手段で電子写真感光体２１に押圧されて
おり、感光体２１の回転駆動に伴い従動回転する。電源２３で摺擦電源２３ａにより、芯
金１１の所定の直流（ＤＣ）バイアスが印加されることで感光体２１が所定の極性・電位
に接触帯電される。帯電ローラ１０で周面が帯電された感光体２１は、次いで露光手段２
４により目的画像情報の露光（レーザービーム走査露光、原稿画像のスリット露光など）
を受けることで、その周面に目的の画像情報に対した静電潜像が形成される。その静電潜
像は、次いで、現像部材２５により、トナー画像として順次に可視像化されていく。この
トナー画像は、次いで、転写手段２６により不図示の給紙手段部から感光体２１の回転と
同期取りされて適正なタイミングをもって感光体２１と転写手段２６との間の転写部へ搬
送された転写材２７に順次転写されていく。図２の転写手段２６は転写ローラであり、転
写材２７の裏からトナーと逆極性の帯電を行うことで電子写真感光体２１側のトナー画像
が転写材２７に転写されていく。表面にトナー画像の転写を受けた転写材２７は、感光体
２１から分離されて不図示の定着手段へ搬送されて像定着を受け、画像形成物として出力
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される。あるいは、裏面にも像形成するものでは、不図示の、転写部への再搬送手段へ搬
送される。像転写後の電子写真感光体２１の周面は、弾性ブレードに代表されるクリーニ
ング部材２８によって感光体２１の表面に残留しているトナーなどが除去されて洗浄面化
される。清浄面化された感光体２１は次のサイクルの電子写真画像形成プロセスが行われ
ることになる。
【００１２】
　上記の一連の電子写真画像の形成プロセスにおいて、帯電ローラは感光体２１とのニッ
プ付近のギャップにおいて放電を生じさせることによって、感光体の表面を帯電している
。その際に、帯電ローラの近傍に発生する放電生成物や感光体表面の磨耗粉等が感光体の
表面に付着する。そして、それらが帯電ローラと感光体とのニップ部において感光体の表
面に押し付けられることによって感光体の表面に蓄積されていく。そして、感光体と弾性
ブレードとの摩擦係数が徐々に上昇していく。やがて、感光体と弾性ブレードとの間の高
い摩擦係数によって弾性ブレードが振動し始め、感光体の表面の残留トナーが十分に除去
できなくなっていく。その結果、次のサイクルの電子写真画像形成プロセスは、表面に残
留トナーが付着した感光体に行われることとなる。
【００１３】
　ここで、感光体と弾性ブレードとの間の摩擦係数の上昇は、弾性体からなる表面層を有
する帯電ローラにおいて顕著に現れた。その理由は、弾性体からなる表面層を有する帯電
ローラは、その表面が柔軟であるため、帯電ローラと感光体とのニップ部における接触面
積が大きくなり、放電生成物等の摩擦係数の上昇の引き起こす物質を、感光体表面に、よ
り固着させ易いことによるものと考えられる。
【００１４】
　そこで、本発明者らは、感光体との間で適度なニップを得るための柔軟性を有するにも
かかわらず、感光体の表面に放電生成物を固着させにくい帯電部材を得ることを目的とし
て種々の検討を行った。
【００１５】
　その結果、電子線の照射によって表面が硬化された領域が形成されてなり、かつ、この
領域によって、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子から選択さ
れる少なくとも一つの球状粒子を、少なくともその一部が表面に露出した状態で支持され
てなり、当該球状粒子によって表面を粗面化されている構成を有する弾性層を表面層とし
て有する帯電部材によって上記の目的が達成できることを見出した。
以下、本発明の好適な実施の形態について説明する。
【００１６】
　＜帯電部材＞
　本発明に係る帯電部材は、導電性の支持体と、表面層である弾性層とを有する。また、
前記弾性層の表面は、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子から
選ばれる少なくとも一つの球状粒子により粗面化されている。また、前記弾性層は、電子
線の照射によって硬化された領域を表面に有しており、球状粒子のうちの少なくとも一部
の粒子について、各粒子の一部分が前記弾性層の表面に露出した状態で硬化された領域に
よって支持されている。
【００１７】
　図１に、本発明の帯電部材としての帯電ローラの概略構成例を示す。
【００１８】
　帯電ローラ１０は、芯金１１と、芯金１１上に形成した弾性層１２とからなっている。
本発明に係る帯電部材は、図２に示す電子写真装置の帯電ローラ１０として用いることが
できる。
【００１９】
　図３は本発明の帯電ローラ表面の形態を表す模式図である。本発明に係る帯電ローラの
弾性層は、シリカ、アルミナ、ジルコニアから選ばれる少なくとも１つの球状粒子３１を
含有し、この球状粒子により表面が粗面化されている。また、弾性層の表面は電子線照射
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による硬化処理がなされており、前述した球状粒子のうちの少なくとも一部の粒子につい
て、各粒子の一部分は弾性層表面に露出すると共に、弾性層の、電子線照射により硬化さ
れた領域１３により支持されている。
【００２０】
　球状粒子が硬化領域１３によって支持されている為、弾性層が感光体等の被帯電体に当
接した場合でも、そのニップにおいて、球状粒子が弾性層内に埋没し難くなっている。そ
の結果、ニップにおいても、高硬度な球状粒子は、弾性層の表面にその一部分を露出した
状態で表面の凹凸形状を維持することができ、感光体との接触面積を小さくすることがで
きる。また、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒子は、球状の形
状ゆえに、弾性層表面から露出した部分が感光体に直接接触しても、感光体の傷つきや、
感光体の表面の過度な磨耗を抑制できる。
【００２１】
　また、電子線照射による硬化処理は、弾性層の表面部分のみを硬化することが可能で、
弾性体の内部、すなわち、深層部分は低い硬度（ＭＤ－１硬度で５０以上８０未満）を維
持することができる。そのため、帯電ローラ全体を高硬度化した場合、例えば、弾性層全
体のＭＤ－１硬度を８０度以上にまで高硬度化した場合に認められる、帯電ローラと被帯
電体とのニップの幅の減少に伴う当接不良による帯電不良や、帯電ローラ表面に経時的に
トナーや外添剤の付着することによる画像不良の発生を抑制できる。
【００２２】
　（導電性の支持体）
　導電性支持体は、導電性を有し、弾性層等を支持可能であって、かつ、帯電ローラとし
ての強度を維持し得るものであればよい。
【００２３】
　（弾性層）
　弾性層は、ベースポリマーまたはその架橋物と、球状粒子とを含む。ベースポリマーと
しては、帯電部材の実使用温度範囲で弾性層にゴム弾性を持たせることのできる材料が用
いられる。ベースポリマーとしては、熱可塑性エラストマーおよび熱硬化性ゴムが挙げら
れる。
【００２４】
　熱硬化性ゴムは、原料ゴムに架橋剤を配合したゴム組成物である。ここで、原料ゴムの
具体例を以下に挙げる。天然ゴム（ＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、ブタジエンゴム（
ＢＲ）、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、エチレン－プロ
ピレン－ジエン３元共重合体ゴム（ＥＰＤＭ）、エピクロルヒドリンホモポリマー（ＣＨ
Ｃ）、エピクロルヒドリン－エチレンオキサイド共重合体（ＣＨＲ）、エピクロルヒドリ
ン－エチレンオキサイド－アリルグリシジルエーテル３元共重合体（ＣＨＲ－ＡＧＥ）、
アクリロニトリル－ブタジエン共重合体（ＮＢＲ）、アクリロニトリル－ブタジエン共重
合体の水添物（Ｈ－ＮＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、アクリルゴム（ＡＣＭ、ＡＮ
Ｍ）等。
また、熱可塑性エラストマーの具体例を以下に挙げる。熱可塑性ポリオレフィン系熱可塑
性エラストマー、ポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラス
トマー、ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリアミド系熱可塑性エラストマー、塩
ビ系熱可塑性エラストマー等の熱可塑性エラストマー等。
【００２５】
　本発明に用いる弾性層には球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニア粒
子から選ばれる少なくとも一つの球状粒子が配合される。シリカ、アルミナ、ジルコニア
からなる球形粒子は高硬度（新モース硬度で７以上）である為、後述する砥石などを用い
た研摩工程においても粒子そのものが研削されることが無く、球状を維持して弾性層表面
に存在することができる。球状粒子は、主成分がシリカ、アルミナ、ジルコニアからなる
粒子であって、Ｎａ２Ｏ、Ｋ２Ｏ、Ｆｅ２Ｏ３、ＭｎＯ、ＣａＯ、ＭｇＯ、ＴｉＯ２等の
不純物を含んでいても良い。球状粒子中のこれらの不純物の含有量は５質量％以下である
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ことが好ましい。
【００２６】
　球状粒子の粒子径は２μｍ以上８０μｍ以下であることが好ましい。粒子径が２μｍ以
上であれば、粒子径が小さいことによる感光体との接触面積の増加を抑制することができ
る。また、粒子径が８０μｍ以下であれば、粒子の大きさによる弾性層の表面粗さの増大
による、帯電ローラ表面のトナー等の汚れを抑制できる。さらに好ましい球状粒子の粒子
径の範囲としては５μｍ以上４０μｍ以下である。これらの球状粒子によって、弾性層の
表面は粗面化されており、粗面化の程度としては帯電部材表面（弾性層の表面）の十点平
均粗さＲｚが３μｍ以上２０μｍ以下であることが好ましい。
【００２７】
　さらに、球状粒子の球形度に関しては下記に示す形状係数ＳＦ１の値が１００以上１６
０以下であることが好ましい。ここで、形状係数ＳＦ１は下記式（１）で表される指数で
あり、１００に近いほど球形に近いことを意味している。形状係数が１６０以下であれば
、球状粒子が弾性層表面に露出して感光体に直接接触していても、感光体を傷つけたり、
感光体の磨耗を抑制することができる。
【００２８】
　球状粒子の粒子径は以下の方法によって求められる「長さ平均粒子径」である。まず、
球状粒子を走査型電子顕微鏡（日本電子株式会社製、商品名：ＪＥＯＬ　ＬＶ５９１０）
で観察、画像撮影を実施し、撮影画像を画像解析ソフト（商品名：Ｉｍａｇｅ－Ｐｒｏ　
Ｐｌｕｓ、プラネトロン社製）を用いて解析する。解析は写真撮影時のミクロンバーから
単位長さあたりの画素数をキャリブレーションし、写真から無作為に選択した５０個の粒
子について、画像上の画素数から定方向径を測定し、算術平均粒子直径を求め、球状粒子
の粒子径とする。
【００２９】
　本発明に用いる球状粒子の形状係数ＳＦ１の測定は以下の方法によって求められる。粒
子径と同様に走査型電子顕微鏡で撮影した画像情報を画像解析装置（ニコレ社製、商品名
：Ｌｕｓｅｘ３）に入力し、無作為に選んだ５０個の粒子像について、下記式（１）によ
って算出する。
ＳＦ１＝｛（ＭＸＬＮＧ）２／ＡＲＥＡ｝×（π／４）×（１００）・・・・（１）
（ただし、ＭＸＬＮＧは粒子の絶対最大長を、ＡＲＥＡは粒子の投影面積を表す）。
【００３０】
　また、球形粒子の比表面積はＪＩＳ　Ｚ８８３０（２００１年）に準拠して測定した値
で、１０ｍ２／ｇ以下が好ましい。球状粒子の比表面積が１０ｍ２／ｇ以下とすることで
、球状粒子による弾性層の補強効果を小さくできる。これによって、弾性層の高硬度化を
抑えることができる。弾性層に配合される球形粒子は単一種類を配合しても構わないし、
２種類以上をブレンドして配合しても構わない。
【００３１】
　この場合、弾性層中の球状粒子の含有量は合計で、弾性層の全質量に対して、１０質量
部以上１００質量部以下が好ましい。１０質量部以上であれば粒子が充分な量、表面に存
在することができ、感光体との接触面積を特に小さくする事ができる。また、１００質量
部以下であれば粒子の配合量が多くなって弾性層が硬くなるのを抑制できる。
【００３２】
　また、弾性層中には、導電剤、充填剤、加工助剤、老化防止剤、架橋助剤、架橋促進剤
、架橋促進助剤、架橋遅延剤、分散剤等を含有させることができる。導電剤の具体例を以
下に挙げる。
・カーボンブラック、グラファイト等の炭素材料；
・酸化チタン、酸化錫等の酸化物；Ｃｕ、Ａｇ等の金属；
・酸化物や金属を粒子表面に被覆して導電化した導電粒子等の電子導電剤；
・過塩素酸リチウム、過塩素酸ナトリウム、過塩素酸カルシウム等の無機イオン物質；
・ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド、ステアリルトリメチルアンモニウムクロ
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ライド等の陽イオン性界面活性剤；
・ラウリルベタイン等の両性イオン界面活性剤；
・過塩素酸テトラエチルアンモニウム等の第四級アンモニウム塩；
・有機酸リチウム（トリフルオロメタンスルホン酸リチウム）等の塩等のイオン導電剤。
【００３３】
　特に断らない限り本明細書においては、弾性層とは、表面層としての弾性層（表面弾性
層と称することもある）を意味する。本発明においては導電性支持体と表面弾性層との間
には接着層を形成することも出来る。また、弾性層を多層化すること（表面弾性層の他に
弾性層を一層以上有すること）も可能である。ただし、多層化する場合は最表面に球状粒
子を含有する層（表面弾性層）を形成する必要がある。また、弾性層を多層化する場合は
、後述するチューブ状に押出す方法、あるいはクロスヘッドを使用して押出す方法におい
て、多層押出機を使用して各層を同時成形することが好ましい。
【００３４】
　本発明においては生産工程を簡素化する効果を最大とする為に、弾性層は単層であるこ
と、すなわち、本発明に係る帯電部材における唯一の弾性層であることが最も好ましい。
そして、この場合における弾性層の厚さとしては、被帯電体とのニップ幅を確保するため
に、０．８ｍｍ以上４．０ｍｍ以下、特には、１．２ｍｍ以上３．０ｍｍ以下が好ましい
。
【００３５】
　＜帯電部材の製造方法＞
　本発明の帯電部材の製造方法は以下の（工程１）～（工程３）を有する。
（工程１）導電性の支持体上に、球状シリカ粒子、球状アルミナ粒子および球状ジルコニ
ア粒子から選ばれる少なくとも一つの球状粒子を含むゴム層を形成する工程。
（工程２）該ゴム層の表面を研摩して該球状粒子のうちの少なくとも一部の粒子について
、各粒子の一部分を表面に露出させる工程。
（工程３）研摩後のゴム層の表面に電子線を照射して、表面をさらに硬化させる工程。
【００３６】
　以下に各工程を説明する。
【００３７】
　（工程１）
　まず、導電性の支持体上に、球状粒子を含むゴム層を形成する。なお、ゴム層とは、球
状粒子を含む混合物（ベースポリマーおよび添加剤等を含むことができる）を所定の形状
に成形したものである。以下に具体例を説明する。弾性層を構成するベースポリマーとシ
リカ、アルミナ、ジルコニアから選ばれる少なくとも１つの球状粒子との混合物を調製す
る。なお、ベースポリマーが熱可塑性ゴムの場合、当該混合物をゴム組成物と称する。ま
た、ベースポリマーが未加硫の熱硬化性ゴムの場合、当該混合物を未加硫ゴム組成物と称
する。
続いて、導電性の支持体の周面をゴム組成物また未加硫ゴム組成物で被覆してローラ形状
に成形する。ここで、支持体の周面をゴム組成物で被覆して得たローラを、単にゴムロー
ラと称する。また、支持体の周面を未加硫ゴム組成物で被覆して得たローラを未加硫ゴム
ローラと称する。
次いで、未加硫ゴムローラについては、架橋操作等を行い固化し、加硫ゴムローラを得る
。
【００３８】
　ゴム組成物または未加硫ゴム組成物をローラ形状に成形する方法としては、下記（ａ）
～（ｃ）の方法を挙げることができる。
（ａ）ゴム組成物を押出機によりチューブ状に押出成形し、これに芯金を挿入する方法；
（ｂ）ゴム組成物を、クロスヘッドを装着した押出機により、芯金を中心に円筒形に共押
出し、所望の外径の成形体を得る方法；
（ｃ）ゴム組成物を射出成形機を使用して、所望の外径の金型内部に注入して成形体を得
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る方法。
【００３９】
　中でも、上記（ｂ）は、連続生産が容易で、工程数が少なく、低コストでの製造に適し
ている為、最も好ましい。
【００４０】
　未加硫ゴムローラの加硫は加熱処理によって行う。加熱処理の方法の具体例としては、
ギアオーブンによる熱風炉加熱、遠赤外線による過熱加硫、加硫缶による水蒸気加熱など
を挙げることができる。中でも熱風炉加熱や遠赤外線過熱は、連続生産に適しているため
好ましい。
【００４１】
　（工程２）
　工程（１）によって得られたゴムローラまたは加硫ゴムローラのゴム層表面を研磨処理
することによって、ゴム層の表面に球状粒子のうちの少なくとも一部の粒子について、各
粒子の一部分を露出させる。球状粒子としては、シリカ、アルミナおよびジルコニアのう
ちの少なくとも１つを用いる。これらの粒子は一般的に硬いため、砥石などを用いた研摩
工程において粒子そのものが研削されにくく、研摩処理後も球状を維持し易く、また、ゴ
ム層表面に存在することができる。ゴムローラ（ゴム層）の表面を研削する方法の例とし
ては、砥石またはローラをローラのスラスト方向に移動して研削するトラバースの研削方
式と、ローラを芯金軸の中心に回転させながらローラ長さより幅広の研削砥石を往復させ
ずに切り込むプランジカットの研削方式が挙げられる。プランジカットの円筒研削方式は
ゴムローラの全幅を一度に研削できる利点があり、トラバースの円筒研削方式より加工時
間が短くすることができるため、より好ましい。
【００４２】
　（工程３）
　最後に、研摩した後のゴム層の表面（ゴムローラ表面）に電子線を照射して、表面の硬
化処理を行い、表面に硬化された領域を有する弾性層を形成する。
【００４３】
　図５に電子線照射装置の概略図を示す。本発明に用いることのできる電子線照射装置と
しては、研摩後のゴムローラを回転させながらローラ表面に電子線を照射するものを好適
に用いることができる。例えば、図５に示すように、電子線発生部５１と照射室５２と照
射口５３とを備えるものである。
【００４４】
　電子線発生部５１は、電子線を発生するターミナル５４と、ターミナル５４で発生した
電子線を真空空間（加速空間）で加速する加速管５５とを有するものである。また電子線
発生部の内部は、電子が気体分子と衝突してエネルギーを失うことを防ぐため、不図示の
真空ポンプ等により１０－３Ｐａ以上１０－６Ｐａ以下の真空に保たれている。不図示の
電源によりフィラメント５６に電流を通じて加熱するとフィラメント５６は熱電子を放出
し、この熱電子のうち、ターミナル５４を通過したものだけが電子線として有効に取り出
される。そして、電子線の加速電圧により加速管５５内の加速空間で加速された後、照射
口箔５７を突き抜け、照射口５３の下方の照射室５２内を搬送される研摩後のゴムローラ
５８に照射される。研摩後のゴムローラ５８に電子線を照射する場合には、照射室５２の
内部は窒素雰囲気とすることができる。また、研摩後のゴムローラ５８はローラ回転用部
材５９で回転させて照射室内を搬送手段により、図５において左側から右側に移動する。
尚、電子線発生部５１及び照射室５２の周囲は電子線照射時に二次的に発生するＸ線が外
部へ漏出しないように、不図示の鉛遮蔽が施されている。
【００４５】
　照射口箔５７は金属箔からなり、電子線発生部内の真空雰囲気と照射室内の空気雰囲気
とを仕切るものであり、また照射口箔５７を介して照射室内に電子線を取り出すものであ
る。上述したように、ローラの照射に電子線を応用する場合には、ローラが電子線を照射
される照射室５２の内部は窒素雰囲気とすることができる。よって、電子線発生部５１と
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照射室５２との境界に設ける照射口箔５７は、ピンホールがなく、電子線発生部内の真空
雰囲気を十分維持できる機械的強度があり、電子線が透過しやすいことが望ましい。その
為、照射口箔５７は比重が小さく、肉厚の薄い金属が望ましく、通常、アルミニウムやチ
タン箔が使用される。電子線による効果処理条件は電子線の加速電圧と線量によって決定
される。加速電圧は硬化処理深さ（硬化処理厚さ、または硬化領域の厚みとも呼ぶ）に影
響し、本発明に用いる加速電圧の条件としては、低エネルギー領域である４０ｋＶ以上３
００ｋＶ以下が好ましい。４０ｋＶ以上であれば、本発明の効果を得る為の充分な硬化処
理深さを容易に得ることができる。また、３００ｋＶ以下とすることで、電子線照射装置
が大型化して装置コストが増大する事を特に抑えることができる。さらに好ましい加速電
圧の条件としては８０ｋＶ以上１５０ｋＶ以下である。
【００４６】
　電子線照射における電子線の線量は、下記式（２）で定義される。
Ｄ　＝　（Ｋ・Ｉ）／Ｖ　　・・・・・・　（２）
　ここで、Ｄは線量（ｋＧｙ）、Ｋは装置定数、Ｉは電子電流（ｍＡ）、Ｖは処理スピー
ド（ｍ／ｍｉｎ）である。装置定数Ｋは、装置個々の効率を表す定数であって、装置の性
能の指標である。装置定数Ｋは一定の加速電圧の条件で、電子電流と処理スピードを変え
て線量を測定することによって求めることができる。電子線の線量測定は、線量測定用フ
ィルムをローラ表面に貼り付け、これを実際に電子線照射装置で処理し、ローラ表面の測
定用フィルムをフィルム線量計により測定することができる。
【００４７】
　その際、線量測定用フィルムは商品名：ＦＷＴ－６０、フィルム線量計は商品名：ＦＷ
Ｔ－９２Ｄ型（いずれもＦａｒＷｅｓｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製）を使用することが
できる。本発明に用いる電子線の線量は３０ｋＧｙ以上３０００ｋＧｙ以下が好ましい。
３０ｋＧｙ以上であれば本発明の効果を得る為に充分な表面硬度を容易に得ることができ
る。また、３０００ｋＶ以下とすることで、電子線照射装置が大型化すること、または処
理時間が増大することによる製造コストの増大を特に抑えることができる。さらに好まし
い電子線量の条件としては２００ｋＧｙ以上２０００ｋＧｙ以下である。本発明において
弾性層表面に露出している球状粒子は電子線により硬化された領域によって支持されてい
る。
【００４８】
　図３に、本発明の帯電ローラ表面の形態を模式的に示した。図３（ａ）は硬化領域の厚
みが厚い場合を、図３（ｂ）は硬化領域の厚みが薄い場合を示している。硬化領域の厚み
については特に規定されるものではないが、使用する球状粒子の平均粒子径（長さ平均粒
子径）の０．５倍以上であることが好ましい。
【００４９】
　硬化領域の厚みを、粒子径の０．５倍以上とすることによって、表面に露出している球
状粒子が当接部で弾性層内に埋没することを、より確実に抑えることができる。最も好ま
しい硬化領域の厚みは球状粒子の平均粒子径以上（平均粒子径と同値以上）２００μｍ以
下である。電子線による硬化領域の厚みを２００μｍ以下とすることで帯電ローラと感光
体とのニップの幅を十分に確保することができる。
【００５０】
　前述したように、電子線による硬化処理深さは加速電圧によって変化する。また一般的
に、被照射物質の密度によっても電子線の透過深さが異なることが知られている。そのた
め、実際の硬化処理された領域の厚みを確認する方法としてはユニバーサル硬度計を使用
した表面硬度の測定を挙げることができる。
【００５１】
　ユニバーサル硬度とは、圧子を、荷重をかけながら測定対象物に押し込むことにより求
められる物性値であり、（試験荷重）／（試験荷重下での圧子の表面積）（Ｎ／ｍｍ２）
として求められる。このユニバーサル硬度の測定は、例えば、Ｆｉｓｃｈｅｒ社製超微小
硬度計Ｈ－１００Ｖ（商品名）等の硬度測定装置を用いて行うことが可能である。この測
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定装置では、四角錘などの圧子を、所定の比較的小さい試験荷重をかけながら被測定物に
押し込み、所定の押し込み深さに達した時点でその押し込み深さから圧子が接触している
表面積を求め、上記式よりユニバーサル硬度を求めるものである。つまり、定荷重測定条
件で圧子を被測定物に押し込んだ際に、押し込まれた深さに対するそのときの応力をユニ
バーサル硬度として定義するものである。
【００５２】
　図４にはユニバーサル硬さの測定例を示す。グラフの横軸は押し込み深さ（μｍ）であ
り、縦軸は硬度（Ｎ／ｍｍ２）である。図４より、押し込み深さに対する硬度変化が小さ
く、直線領域である横軸１５０μｍ以上２００μｍ以下の測定領域から外挿される直線と
測定曲線とのずれが生じる点の横軸値を硬化領域の厚みとして定義することが出来る。な
お、図４の測定例の硬化領域の厚みは５０μｍである。
【実施例】
【００５３】
　以下に実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、これらは、本発明を何ら限定す
るものではない。なお、以下、特に明記しない限り、「部」は「質量部」を意味しており
、試薬等は特に指定のないものは市販の高純度品を用いた。なお各例では、帯電ローラを
作製した。
【００５４】
　〔実施例１〕
　（弾性層用未加硫ゴム組成物の調製）
　下記の表１に示す材料を、６リットル加圧ニーダー（製品名：ＴＤ６－１５ＭＤＸ、ト
ーシン社製）を用いて、充填率７０ｖｏｌ％、ブレード回転数３０ｒｐｍで１６分間混合
してＡ練りゴム組成物を得た。
【００５５】
【表１】

【００５６】
　次いで、下記の表２に示す材料を、ロール径１２インチ（０．３０ｍ）のオープンロー
ルにて、前ロール回転数８ｒｐｍ、後ロール回転数１０ｒｐｍ、ロール間隙２ｍｍで、左
右の切り返しを合計２０回実施した。その後、ロール間隙を０．５ｍｍとして薄通し１０
回を行い、弾性層用の未加硫ゴム組成物を得た。
【００５７】

【表２】

【００５８】
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　（加硫ゴム層の成形）
　直径６ｍｍ、長さ２４４ｍｍの円柱形の導電性芯金（鋼製、表面はニッケルメッキ）の
円柱面の軸方向中央部２２２ｍｍに導電性加硫接着剤（商品名：メタロックＵ－２０；東
洋化学研究所製）を塗布し、８０℃で３０分間乾燥した。次に、上記未加硫ゴム組成物を
、クロスヘッドを用いた押出成形装置を用いて、芯金を中心として同軸状に円筒形に成形
しつつ、芯金と同時に押し出して、芯金の外周に未加硫ゴム組成物がコーティングされた
直径８．８ｍｍの未加硫ゴムローラを作製した。
【００５９】
　その際、押出機は、シリンダー直径４５ｍｍ（Φ４５）、Ｌ／Ｄが２０の押出機を使用
し、押出時の温調はヘッド９０℃、シリンダー９０℃、スクリュー９０℃とした。成形し
た未加硫ゴムローラの未加硫ゴム組成物の層の幅方向の両端部を切断し、未加硫ゴム組成
物の層の軸方向の長さを２２６ｍｍとした。
【００６０】
　その後、電気炉にて温度１６０℃で４０分間加熱して未加硫ゴム組成物の層を加硫して
加硫ゴム層とした。続いて、加硫ゴム層の表面をプランジカットの研削方式の研磨機で研
磨し、端部直径８．３５ｍｍ、中央部直径８．５０ｍｍのクラウン形状の球状粒子の一部
が露出した加硫ゴム層を有する加硫ゴムローラを得た。
【００６１】
　（加硫ゴム層の硬度測定）
　電子線照射前の加硫ゴム層のＭＤ－１硬度を測定した。測定にはマイクロ硬度計（商品
名：ＭＤ－１　ｃａｐａ、高分子計器株式会社製）を用いて、温度２３℃、相対湿度５５
％の環境において、ピークホールドモードで測定した。より詳しくは加硫ゴムローラを金
属製の板の上に置き、金属製のブロックを置いて加硫ゴムローラが転がらないように簡単
に固定し、金属板に対して垂直方向から加硫ゴムローラの中心に正確に、タイプＡの測定
端子を押し当ててから５秒後の値を読み取る。これを加硫ゴムローラの軸方向のゴム端部
から３０～４０ｍｍの位置の両端部及び中央部の３箇所、かつそれぞれの周方向に３箇所
ずつ、計９箇所を測定し、得られた測定値の平均値を加硫ゴム層のＭＤ－１硬度とした。
その結果、加硫ゴム層のＭＤ－１硬度は７６°であった。
【００６２】
　（研摩後の加硫ゴム層の表面硬化処理）
　得られた研摩後の加硫ゴムローラの表面（加硫ゴム層表面）に電子線を照射して硬化処
理を行い、弾性層の表面に硬化された領域を有する帯電ローラを得た。電子線の照射には
、最大加速電圧１５０ｋＶ・最大電子電流４０ｍＡの電子線照射装置（岩崎電気株式会社
製）を用い、照射時には窒素ガスパージを行った。処理条件は加速電圧：１５０ｋＶ、電
子電流：３５ｍＡ、処理速度：１ｍ／ｍｉｎ、酸素濃度：１００ｐｐｍであった。この際
、電子線照射装置の加速電圧１５０ｋＶにおける装置定数は３７．８であり、式（２）よ
り算出される線量は１３２３ｋＧｙであった。
【００６３】
　（硬化領域の厚さの測定）
　帯電ローラの表面硬度をユニバーサル硬度計にて測定することにより、硬化処理厚さを
測定した。測定には超微小硬度計（商品名：Ｈ－１００Ｖ、Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）を用い
た。また、圧子には四角錘型ダイヤモンドを用いた。押し込み速度は下記式（３）の条件
である。
ｄＦ／ｄｔ　＝　１０００ｍＮ／２４０ｓ　・・・・（３）
　上記式（３）において、Ｆは力、ｔは時間を表す。
【００６４】
　図４に示すように、押し込み深さに対する硬度変化が小さい横軸１５０μｍ以上２００
μｍ以下の測定領域から外挿される直線と測定曲線とのずれが生じる点の横軸値を硬化領
域の厚みとして求めた。その結果、硬化領域の厚さは９０μｍであった。
【００６５】
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　（表面粗さの測定）
　帯電ローラ（弾性層）表面の十点平均粗さＲｚを測定した。測定は　ＪＩＳ　Ｂ０６０
１：１９８２に基づき、表面粗さ測定器（商品名：サーフコーダーＳＥ３４００、小坂研
究所社製）を用いて行った。測定には、先端半径２μｍのダイヤモンド製接触針を用いた
。測定スピードは０．５ｍｍ／ｓ、カットオフ周波数λｃは０．８ｍｍ、基準長さは０．
８ｍｍ、評価長さは８．０ｍｍとした。測定は帯電ローラ１本当たり、軸方向３点×周方
向２点の計６点について各々粗さ曲線を測定してＲｚの値を算出し、それらの６点のＲｚ
の平均値を求めて帯電ローラのＲｚの値とした。その結果、Ｒｚは８．９μｍであった。
【００６６】
　（画像評価）
　評価に用いる電子写真装置として、レーザービームプリンター（商品名：ＬａｓｅｒＪ
ｅｔ　Ｐ１００５　ヒューレット・パッカード製、Ａ４紙縦出力用、クリーニング部材と
して弾性ブレードを使用）を用意した。当該レーザービームプリンター用のプロセスカー
トリッジに、上記で作製した帯電ローラを組み込み、上記のレーザ－ビームプリンターに
装填した。温度２３℃、相対湿度５０％の環境下で、ベタ画像およびハーフトーン画像（
電子写真感光体の回転方向と垂直方向に幅１ドットの線を間隔２ドットで描く画像）を各
々１枚ずつ出力した。これらを各々、初期のベタ画像、および初期のハーフトーン画像と
称する。
【００６７】
　次に、１枚の電子写真画像を出力した後、電子写真感光体の回転を完全に停止させ、再
び画像形成動作を再開するという間欠的な画像形成動作を繰り返して１０００枚の電子写
真画像を出力するという耐久試験を行った。このときに出力した画像は、２ドットの横線
後に１１８ドットの余白が繰り返される、罫線状の画像である。
【００６８】
　次いで、再び、ベタ画像およびハーフトーン画像を各々１枚ずつ出力した。これらを耐
久試験後のベタ画像、および、耐久試験後のハーフトーン画像と称する。
【００６９】
　そして、得られた２枚のソリッド画像、および２枚のハーフトーン画像について、目視
にて、帯電ムラに起因する濃度ムラの有無およびその程度を観察し、以下の基準にて評価
した。
【００７０】
　（評価１）帯電性能（初期、耐久後）の評価
　上記で得られた初期ベタ画像および初期ハーフトーン画像について、目視にて観察し、
帯電ムラに起因する濃度ムラの有無を下記の基準で評価した。
【００７１】
　また、上記で得られた耐久試験後のベタ画像および耐久試験後のハーフトーン画像につ
いても同様に観察、評価した。
【００７２】
　これによって、本実施例に係る帯電ローラの初期および耐久試験後の帯電性能を知るこ
とができる。
Ａ：ベタ画像およびハーフトーン画像のいずれにも帯電ムラに起因する濃度ムラが認めら
れない。
Ｂ：ハーフトーン画像にのみ帯電ムラに起因する軽微な濃度ムラが認められる。
Ｃ：ハーフトーン画像に帯電ムラが認められ、また、ベタ画像に帯電ムラに起因する軽微
な濃度ムラが認められる。
Ｄ：ベタ画像およびハーフトーン画像の両方に帯電ムラに起因する明瞭な濃度ムラが認め
られる。
【００７３】
　（評価２）クリーニング不良に起因する画像欠陥の有無の評価
　上記耐久試験において出力した１０００枚の画像について、目視にて、感光体のクリー
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ニング不良に起因する画像欠陥の有無およびその程度を観察し、以下の基準にて評価した
。
Ａ：クリーニング不良に起因する画像欠陥が発生したプリントが１枚も認められない。
Ｂ：クリーニング不良に起因する極軽微な画像欠陥が発生しているプリント枚数が１枚以
上、１００枚未満。
Ｃ：クリーニング不良に起因する明瞭な画像欠陥が発生したプリント枚数が１枚以上、１
００枚未満。
Ｄ：クリーニング不良に起因する明瞭な画像欠陥が発生したプリント枚数が１００枚以上
。
【００７４】
　（評価３）感光体と弾性ブレードとの摩擦係数の評価
　上記の画像形成に用いたレーザープリンターの感光体の表面に、弾性ブレードをカウン
ター方向に当接させた状態で、当該感光体と弾性ブレードとの摩擦係数を測定した。
【００７５】
　この測定によって、帯電ローラに起因する電子写真感光体の表面へのトナー等の固着の
有無およびその程度を知ることができる。
【００７６】
　測定方法としては、まず、上記のレーザープリンターから、感光体と弾性ブレードが組
み込まれたユニット部分をプロセスカートリッジから取り出した。そして、感光体の駆動
部に、トルクメーター（商品名；ＴＰ－１０ＫＣＥ　共和電業社製）を接続したモーター
を接続し、当該モーターで、感光体を８５ｒｐｍの回転数で回転させた時のトルクをトル
クメーターで測定し、感光体の回転開始から４回転目の１周分の測定値の平均値を本実施
例におけるトルクの値とした。
上記の評価１～３の結果を表４に示す。
【００７７】
　〔実施例２〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物の組成を表４に示したように球状シリカ粒子－１を同質量
部数の球状シリカ粒子－２（商品名：ＦＢ－４０Ｓ、電気化学工業株式会社製）に変更し
た以外は、実施例１と同様にして加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様にして加硫
ゴム層の硬度を測定した結果、７５°であった。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムロー
ラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ローラを作製した。
【００７８】
　〔実施例３〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を同質量部数の球状シリカ
粒子－３（商品名：ＨＳ－３０１、株式会社マイクロン社製）に変更した以外は、実施例
１と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実
施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７７°であ
った。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い
、帯電ローラを作製した。
【００７９】
　〔実施例４〕
　実施例１でのＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を同質量部数の球状シリ
カ粒子－４（商品名：ＨＳ－３０５、株式会社マイクロン社製）に変更した以外は、実施
例１と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。
実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７４°で
あった。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行
い、帯電ローラを作製した。
【００８０】
　〔実施例５〕
　実施例４の電子線の照射条件を、加速電圧：８０ｋＶ、電子電流：３５ｍＡ、処理速度
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：１ｍ／ｍｉｎ、酸素濃度：１００ｐｐｍに変更した以外は、全て実施例４と同様にして
帯電ローラを作製した。この際、電子線照射装置の加速電圧８０ｋＶにおける装置定数は
２０．４であり、式（２）より算出される線量は７１４ｋＧｙであった。実施例１と同様
に帯電ローラの硬化処理厚さの測定と、表面粗さの測定、画像評価を行った。
【００８１】
　〔実施例６〕
　実施例２のＡ練りゴム組成物中の球状シリカ粒子－２の配合量を１０質量部に変更し、
未加硫ゴム組成物中のＡ練りゴム組成物を１８１質量部に変更した。それら以外は全て実
施例２と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した
。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７２°
であった。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を
行い、帯電ローラを作製した。
【００８２】
　〔実施例７〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を球状アルミナ粒子－１（
商品名：ＡＹ－１１８、株式会社マイクロン社製）５０質量部に変更し、未加硫ゴム組成
物中のＡ練りゴム組成物を２２１質量部に変更した。それら以外は全て実施例１と同様に
弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同
様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７５°であった。実施
例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ロー
ラを作製した。
【００８３】
　〔実施例８〕
　実施例７のＡ練りゴム組成物に使用した原料ゴムをＮＢＲから同質量部数のＳＢＲ（商
品名：タフデン２００３、旭化成ケミカルズ株式会社製）に変更し、カーボンブラックの
配合量を４７質量部に変更した。また、未加硫ゴム組成物中のＡ練りゴム組成物を２２３
質量部に変更し、加硫促進剤であるテトラベンジルチウラムジスルフィドの質量部数を１
．０質量部に変更した。さらに、未加硫ゴム組成物中にＮ－ｔ－ブチル－２－ベンゾチア
ゾルスルフェンイミド（商品名：ＳＡＮＴＯＣＵＲＥ－ＴＢＳＩ（ＴＢＳＩと略記する）
、ＦＬＥＸＳＹＳ社製）を１．０質量部加えた。それら以外は全て実施例７と同様に弾性
層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様に
研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７７°であった。実施例１
の電子線の照射条件の加速電圧を１２５ｋＶとした以外は、全て実施例１と同様にして帯
電ローラを作製した。その際、電子線照射装置の加速電圧１２５ｋＶにおける装置定数は
３６．２であり、式（２）より算出される線量は１２６７ｋＧｙであった。
【００８４】
　〔実施例９〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を球状アルミナ粒子－２（
商品名：ＡＸ３－３２、株式会社マイクロン社製）６０質量部に変更した。また、未加硫
ゴム組成物中のＡ練りゴム組成物を２３１質量部に変更した。それら以外は全て実施例１
と同様に未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同
様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７８°であった。実施
例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ロー
ラを作製した。
【００８５】
　〔実施例１０〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を球状ジルコニア粒子－１
（商品名：ＮＺビーズ、ニイミ産業株式会社製）５０質量部に変更した。また、未加硫ゴ
ム組成物中のＡ練りゴム組成物を２２１質量部に変更した。それら以外は、実施例１と同
様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１
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と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７３°であった。
実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電
ローラを作製した。
【００８６】
　〔実施例１１〕
　実施例１０のＡ練りゴム組成物中の球状ジルコニア粒子－１の配合量を１００質量部に
変更し、未加硫ゴム組成物中のＡ練りゴム組成物を２７１質量部に変更した。それら以外
は全て実施例１０と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラ
を作製した。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結
果、７６°であった。
【００８７】
　実施例５と同様の条件で研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行
い、帯電ローラを作製した。
【００８８】
　〔実施例１２〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物中の球状シリカ粒子－１の配合量を２０質量部に変更し、
さらに球状シリカ粒子－２を２０質量部添加した。それら以外は、実施例１と同様に弾性
層用未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様に
研摩後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、７５°であった。実施例１
と同様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ローラを
作製した。
【００８９】
　〔比較例１〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に球状粒子を添加せず、未加硫ゴム組成物中のＡ練りゴム
組成物を１７１質量部とした以外は、実施例１と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物を調製
し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムローラの加
硫ゴム層の硬度を測定した結果、７０°であった。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムロ
ーラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ローラを作製した。
【００９０】
　〔比較例２〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を不定形シリカ粒子（商品
名：ＢＹ－００１、東ソー・シリカ株式会社製）２０質量部に変更し、未加硫ゴム組成物
中のＡ練り組成物を１９１質量部に変更した。それら以外は、実施例１と同様に弾性層用
未加硫ゴム組成物を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様に研摩
後の加硫ゴムローラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、８８°であった。実施例１と同
様に研摩後の加硫ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ローラを作製
した。
【００９１】
　〔比較例３〕
　実施例１のＡ練りゴム組成物に使用した球状シリカ粒子－１を同質量部数の球状ＰＭＭ
Ａ（ポリメタクリル酸メチル）粒子（商品名：テクノポリマーＭＢＸ－１２、積水化成品
工業株式会社製）に変更した。それ以外は、実施例１と同様に弾性層用未加硫ゴム組成物
を調製し、研摩後の加硫ゴムローラを作製した。実施例１と同様に研摩後の加硫ゴムロー
ラの加硫ゴム層の硬度を測定した結果、８３°であった。実施例１と同様に研摩後の加硫
ゴムローラ表面の電子線照射による硬化処理を行い、帯電ローラを作製した。
【００９２】
　〔比較例４〕
　実施例１０において研摩後の加硫ゴムローラ表面に電子線照射を行わない以外は実施例
１０と同様にして帯電ローラを作製し、帯電ローラの表面粗さの測定と画像評価を行った
。
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【００９３】
　表３に上記実施例および比較例で使用した球状粒子及び、その他の粒子の特性を示す。
表４および表５に実施例に係るローラの組成と評価結果を示す。また、表６に比較例に係
るローラの組成と評価結果を示す。
【００９４】
【表３】

【００９５】
【表４】

【００９６】
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【００９７】
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【表６】

【００９８】
　表６から明らかなように、比較例１は球状粒子を用いておらず、球状粒子が帯電ローラ
（弾性層）表面に存在していない為、クリーニング不良が発生し、画像ランクはＤランク
となった。
【００９９】
　比較例２は不定形のシリカ粒子を配合しており、その結果、感光体表面が削れて粗さが
粗くなったことからクリーニング不良が発生しており、Ｃランクであった。また、不定形
のシリカ粒子の比表面積が大きいことから弾性層の硬度が特に上昇し、帯電ローラ汚れに
よる耐久画像不良もＤランクであった。
【０１００】
　比較例３は粒状粒子がＰＭＭＡ粒子である為、ローラ表面研磨時に粒子も削られてしま
い、クリーニング不良はＣランクであった。比較例４は電子線照射を行っていない為、ク
リーニング不良がＣランクであり、また、帯電ローラ汚れによる耐久画像不良もＤランク
であった。
【０１０１】
　これに対して、実施例１～１２は、表４～５に記載したように、クリーニング不良画像
ランクも、耐久後の帯電均一性もＢランク以上で実用上問題の無い良好な画像が得られて
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いる。
【０１０２】
　この出願は２０１０年７月１３日に出願された日本国特許出願第２０１０―１５８７３
４からの優先権を主張するものであり、その内容を引用してこの出願の一部とするもので
ある。
【符号の説明】
【０１０３】
１０　　帯電ローラ
１１　　芯金
１２　　弾性層
１３　　硬化領域

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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